
整理番号
■ 総合計画（後期基本計画）

１ 関連する個別計画

平成21年～

平成30年

２ 施策目的（何を対象にどのような状態にしたいのか・どのような状態に持っていきたいのか）

３ 目標値など

（H17） （H20） （現状）

人権学習会の開催回数 5回 H16 5回 H20 8回 H23 10回 H26

人権学習会への参加者数 450人 H16 864人 H20 1,085人 H23 1,600人 H26

（現状）

なし

14 59 11 48 50 57 58 19 22 24 68 69 78 # 80

４ 評価結果一覧

1

1

2

1

2

3

1

2

５．今後の施策展開について

財源が減少していく
中で、効率的・効果
的に施策を推進する
ために、どのように施
策展開を図っていく
のか

No. 歳出抑制の考え方

1
京都弁護士会との委託契約により年間5回開催している法律相談会について、平成24年度の利用実績を踏まえて、今後の開催
回数の見直しを検討する。

補完・代替措置などがある場合は、その内容

民間法律事務所の開設や他の相談窓口の対応によ
り、相談機会の充実は図られてきている。

人権啓発の推進

事務事業評価結果 施策評価結果

義務
府・
一部

－ －

計画策定時 H23年度実績値 目標

年度 年度 年度
個別
計画

個別計画名称 指標名 説明・備考

後期基本計画作成時 H23年度実績値 目標

年度 年度 年度 （H26） 年度総合
計画

めざす目標
指標名 総合計画作成時

人権学習を推進します

No. 施策目的 関連する施策方針

1 市民一人ひとりが人権を尊重し、個人の尊厳が守られる地域社会を築く。

1 人権学習の推進

3 人権尊重の総合行政の推進

2

備考

京丹後市人権教育・啓発推進計
画

人権教育・啓発に係る施策を総合的かつ計画的に進めるための基本的指針として策定 平成21年3月

個別計画名称 計画概要 計画年次 計画期間

支援に関する講演会の開催、担当職員の研修、犯罪被害者等への見舞金支給 (445)

- 445 平成23年度は、「防犯対策経費【Ⅵ－⑦ 防犯・交通安
全の推進】」で実施

犯罪被害者支援事業 市民協働課

B
現状維
持市民相談室、多重債務相談支援室を開設して市民の悩みやﾄﾗﾌﾞﾙ解決を支援(市民相談342件、多重債務相談71件) (1,140)

6
生命財産
権利保護

1
府・
一部

サー
ビス

市民 直・負
3,507 1,786

なし 含む
市民相談事業 市民課

B 縮小
京都弁護士会に委託し無料法律相談を実施(年5回)、北部法律相談ｾﾝﾀｰの運営補助 (892)

6
生命財産
権利保護

1単費 委・補
892 892

なし 含む

単独
事業

－
人権に関わる課題をテーマとした事業の実施と学習機会の提供(人権教育講演会3回)

根拠
法令

416 451人権教育事業 社会教育課

(280)
－

施 策
貢献度

今後の
方向性説明数値

A
現状維
持

1－

施策
目的

－

関与必要性財政
負担

事業
種別

対象
実施
手法

予算額（単位：千円）

H23決算額 H24予算額

（一般財源）

施策名

政策名

③

Ⅴ

25

人権の尊重

パートナーシップ都市 所管部局長の氏名

木村 嘉充

所管部局

市民部

教育委員会事務局 吉岡 喜代和

施 策 評 価 調 書

施策方針 事務事業

事業内容（実績） 担当課

人権啓発推進事業 市民課2 人権啓発の推進 1,136 1,031
義務 含む 1

府・
一部

－ － － A
現状維
持人権啓発事業として、人権啓発映画会・人権のつどい・人権の花運動等を実施 (563)

－ －

A
現状維
持人権啓発推進団体に対して負担金を交付(市人権啓発推進協議会ほか) (1,909)

1 該当なし 1単費

6,514

(5,229)

法律相談事業 市民課

計
7,011

1,060人権啓発推進団体等負担金

1 人権学習の推進

3 人権尊重の総合
行政の推進

サー
ビス

市民 負
1,909 国規

定
含む

市民課

サー
ビス

市民

ＡＣＴＩＯＮ

ＤＯ ＣＨＥＣＫ

ＰＬＡＮ
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01

Ⅴ ③

① ②

○人権教育講演会 【報償費・旅費・需用費・使用料及び賃借料…292千円】

① 開催日等 平成23年6月3日（金） アグリセンター大宮 102人

講 師 杉本 厚夫 氏（関西大学教授）

② 開催日等 平成23年8月17日（水） 京都府丹後文化会館 356人

演 題 「学校のサンクチュアリ～マイノリティの子どもの教育を考える」

講 師 金 敏光 氏（NPO法人コリアNGOセンター事務局長）

③ 開催日等 平成24年3月14日（水） 峰山地域公民館 110人

演 題 「笑いは人と人との潤滑油」

講 師 林家 染弥 氏（落語家）

○障害者交流研修会 【需用費・委託料…48千円】

① 視覚障害者交流研修会

開催日等 平成23年6月16日（木） アグリセンター大宮 23人

内 容 アロマキャンドル作り、短歌実作講座

➁ 聴覚障害者交流研修会

開催日等 平成23年11月11日（金） 久美浜豪商稲葉本家ほか 26人

内 容 久美浜豪商稲葉本家見学、如意寺見学、

丹後ジャージー牧場バター作り体験

○その他事務費 【旅費・需用費…76千円】

○各種の人権講演会を開催するとともに、各地域でも啓発用の視聴覚教材を活用した人権学習会
を実施し、人権意識の高揚を図った。
○人権というテーマは、一般的に参加者を募集するのが難しい傾向にある。講師の選定や開催時
期を工夫したり、市内の各種団体や組織の連携を図ったりするなど、一人でも多くの市民に人権
について考えていただく機会を提供することが必要である。

145千円

12人権教育事業

決算書 Ｐ.330

471千円

最 終 予 算 額

人権の尊重

執 行 率(②－①)

パートナーシップ都市

決 算 額

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

府補 人権問題啓発事業補助金

人権問題についての正しい理解と認識を深め、人権尊重の精神の涵養を図ることを目的と
する。

人権や障害に関する多様な教育活動を実施することによって、住民の学習機会の拡充と
身近で気軽に参加することができる効果的な学習・啓発活動を進めた。

演 題 「『かくれんぼ』ができない子どもたち－おせっかい社会の創造－」

基本方針 計画項目

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

05社会教育費 01社会教育総務費

事 業 所 管 課

10教育費

416千円

目
的

評
価
・
課
題
等

人権教育事業

教育委員会事務局／社会教育課

55千円 88.3 %

不 用 額
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01

Ⅴ ③

① ②

○人権と女性のつどい（Ｈ23.9.11アグリセンター大宮） 参加者230人

・報償費（要約筆記・手話通訳） 千円

・需用費（チラシ作成等） 千円

・委託料（人権と女性のつどい講演会講師委託料） 千円

・使用料（看板借上料等） 千円

○啓発資料等作成

・需用費（啓発物品購入1,000個、啓発冊子作成1,000部） 千円

・役務費（通信運搬費） 千円

○人権の花運動（保育所1園、小学校2校） 参加児童187人

・需用費（球根、培養土、看板、記念品等） 千円

・役務費（通信運搬費） 千円

○人権啓発映画会（Ｈ23.12.10アグリセンター大宮） 参加者90人

・需用費（チラシ作成ほか） 千円

・委託料（映画「青い鳥」上映委託料） 千円

○その他

・旅費（職員研修等） 千円

・需用費（事務用消耗品、機関紙購読等） 千円

○各事業とも参加者の固定化傾向や参加者数が少ないことが課題である。
○今後、市民が参加しやすいテーマの工夫や実施形式の検討などにより参加者の増加を図り、人
権尊重の意識啓発を進めていく。

126

78

86

186千円

541千円

1

87

6

48

決算書 Ｐ.118

97

人権の尊重

執 行 率

基本方針 計画項目

予 算 科 目

323

細 事 業 名

総 合 計 画

01社会福祉費 01社会福祉総務費

パートナーシップ都市

05人権啓発事業

47

199

決 算 額

一人ひとりの違いを認め合い、それぞれの人権が尊重される社会の実現に向け、人権啓発
イベントや事業の実施によって人権問題に対する市民の理解や意識の向上を図る。

38

(②－①)

1,160千円

最 終 予 算 額

人権尊重思想の普及啓発を図り、人権問題に対する正しい認識を広めるため、人権啓発映
画会、人権啓発総合イベント、人権の花運動等を実施した。

その他人権啓発事業全般にかかる消耗品費、職員研修旅費等を支出した。

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

府補 人権問題啓発事業補助金（1/2）

府委 地域人権啓発活動活性化事業委託金（10/10）

事 業 所 管 課

03民生費

1,136千円

目
的

評
価
・
課
題
等

人権啓発推進事業

市民部／市民課

24千円 97.9 %

不 用 額

- 3 -



02

Ⅴ ③

① ②

○負担金

京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合負担金 千円

京丹後市人権啓発推進協議会等負担金 千円

○住宅新築資金等貸付事業の償還事務を代行している京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合が
平成33年度に解散予定であり、以後は市で償還事務（滞納整理含む）を行う必要があるため、対
応策を検討する必要がある。
○京丹後市人権啓発推進協議会等への負担金支出により、人権啓発団体活動の活性化が図られて
おり、人権啓発を推進していくため、今後も負担を継続していく必要がある。

事 業 所 管 課

03民生費

1,060千円

目
的

評
価
・
課
題
等

人権啓発推進団体等負担金

市民部／市民課

0千円

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

人権が尊重される社会の実現に向け、人権啓発推進団体に負担金を交付することで団体活
動の活性化を図り、人権問題に対する市民の理解や意識の向上を図る。

人権の尊重

最 終 予 算 額

主
な
財
源

1,060千円

計画項目

不 用 額

パートナーシップ都市

決 算 額 (②－①) 執 行 率

京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合及び人権啓発の推進活動を行う団体への負担金の
支出を行った。

01社会福祉費 01社会福祉総務費

100.0 %

140

920

05人権啓発事業

決算書 Ｐ.118

基本方針

- 4 -



01

Ⅴ ③

① ②

○法律相談事業（年間5回、会場地は各町を順番に設定）

委託料（無料法律相談委託料：京都弁護士会） 千円

○補助金

丹後法律相談センター運営補助金（大宮相談所） 千円

（京都弁護士会による運営事業費合計額 8,371千円）

峰山町 離婚 峰山町 相続・登記

大宮町 交通事故 大宮町 金銭貸借

網野町 金銭貸借 網野町 離婚

丹後町 相続 丹後町 行政・人権

弥栄町 売買 弥栄町 土地・家屋

久美浜町 相隣関係 久美浜町 交通事故

他市町 刑事事件 契約

その他 その他

※参考 宮津相談所 件 ※相談受付は1回あたり９件まで

計 計 計

101

25 22 11 9

07法律･市民相談事業

決算書 Ｐ.72

892千円

最 終 予 算 額

人権の尊重

執 行 率(②－①)

パートナーシップ都市

決 算 額

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

日常生活で発生する法律上の専門知識が必要な問題について、弁護士による相談窓口を開
設することで市民の悩みやトラブル解決の一助とする。

基本方針 計画項目

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

01総務管理費 01一般管理費

事 業 所 管 課

02総務費

892千円

目
的

評
価
・
課
題
等

法律相談事業

市民部／市民課

0千円 100.0 %

不 用 額

360

＜丹後法律相談センター＞ ＜無料法律相談＞

町別 件数 相談内容（件） 町別 件数 相談内容（件）

20 20

9

12

3

12

46

35

3

5

6

1 2

2

1

4

京都弁護士会に弁護士派遣を委託し、各地域公民館や庁舎で市民を対象に人権相談、行政
相談と併せて年間5回の無料法律相談を実施した。

京都弁護士会が開設する丹後法律相談センター（大宮相談所・宮津相談所）の運営費とし
て、京都府、京丹後市、宮津市、与謝野町、伊根町からそれぞれ補助金を交付した。

8

126 35

8

7

2

○法律相談の実施により、法律的な専門知識を必要とする市民の要望に応えることができた。
○民間法律事務所の開設や各関係団体の無料窓口設置など対応窓口の充実により、利用件数は減
少傾向にあるが、法律相談事業に対する市民ニーズは依然高いため、今後も継続することが必要
である。

532

18

10

6

6

5

39

126 計

- 5 -



02

Ⅴ ③

① ②

○賃金、共済費（市民相談員 週3日、多重債務相談員 週3日） 千円

○旅費（職員研修旅費） 千円

○需用費（消耗品費、コピーチャージ料、公用車燃料費） 千円

○役務費（多重債務相談用携帯電話使用料、保険料、廃車手数料） 千円

○使用料（コピー使用料） 千円

○負担金 千円

（人権擁護委員協議会、保護司会、社会を明るくする運動きょうたんご市民のつどい）

峰山町 峰山町

大宮町 大宮町

網野町 網野町

丹後町 丹後町

弥栄町 弥栄町

久美浜町 久美浜町

市外 市外

住所不明

○多重債務相談は、グレーゾーン金利の禁止や相談室開設後5年を経過したことにより、相談件数
は減少傾向にある。
○市民相談の内容は複雑化・多様化してきており、また福祉部門や「暮らしと仕事の寄り添い支
援センター」との連携も必要なことから、対応ワンストップ化のための相談窓口の一本化を検討
する必要がある。

＜多重債務相談＞

生活困窮

その他

計

債務相談

金銭ﾄﾗﾌﾞﾙ

相続

家族問題

3

2

71

55

5

3

3

町別 件数 相談種別 件数

342

計

12

15

16

6

8

11

3

71その他

計

95

14

50

12

7

43

18

103

資産関係

交通事故

照会

苦情・要望5

32

342

件数

40

180

42

生活関係

人権関係

家庭関係

日常生活で発生する人権問題や行政に関する要望などについて、専任相談員による相談窓
口を設置し、各関係機関と連携をとりながら、市民の悩みやトラブル解決の支援を行う。

2,282

79

145

大宮庁舎１階に市民相談室を設置し、専任相談員（臨時職員2人）が年間を通じて、市民か
らの相談を受けアドバイスを行った。同じ場所に多重債務相談支援室を開設し、専任相談員
（正職員1人、臨時職員1人）が弁護士事務所等と連携して、多重債務問題解決の相談・支援
活動を行った。

また、公用車管理に係る経費、京丹後人権擁護委員協議会・京丹後市保護司会への活動負
担金や啓発イベントに対する負担金を支出した。

町別

計

件数 主な内容

8

18

17

事 業 所 管 課

02総務費

3,507千円

目
的

評
価
・
課
題
等

市民相談事業

市民部／市民課

55千円 98.4 %

不 用 額

基本方針 計画項目

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

01総務管理費 01一般管理費

パートナーシップ都市

決 算 額

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

府補 消費者行政活性化事業費補助金

＜市民相談＞

3,562千円

最 終 予 算 額

1,557千円

07法律･市民相談事業

決算書 Ｐ.72

人権の尊重

執 行 率(②－①)

88

43

870
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